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　1980年代まで在日外国人の中心だった在日韓

国・朝鮮人は，戦前に朝鮮から働くために来日し

たり，戦時中に強制的に連行されたりした
（→p.132）

人たち

である。その後，日本に住みついたものの，長年，

日本語の読み書きを覚える機会がなく，夜間中学

でようやくその機会を得た。1975（昭和50）年のベ

トナム戦争終結後にベトナム難民として来
らい

日
にち

し，

夜間中学に通う人もいた。

　1990年代以降に来日した人たちは，仕事や結婚

がおもな目的であり，夜間中学ではじめて日本語

を学んだり，子どもを進学させるために夜間中学

に通わせたりした。

●夜間中学生の詩を読んでみよう
　上の夜間中学生の詩を読んでみよう。ひらがな

と簡単な漢字で書かれたこの詩には，長いあいだ

日本語の読み書きができなかった在日韓国・朝鮮

人の女性の思いが書かれている。

　夜間中学は，さまざまな国籍，年代の人たちが

読み書きや勉強をする場であり，彼ら同士や教師

が，おたがいの異なる文化や歴史，言葉を学ぶ場

でもある。単なる知識の習得ではなく，学び合い

を通じて人間性が回復される場，それが夜間中学

である。

　日本人も海外に行けば外国人である。グローバ

ル化の時代を生きるためには，歴史をふりかえり，

日本の近現代における在日外国人の歴史と交流の

実際を知ることが大事である。そこから異文化を

相互に理解し，多文化が共生する道も開けてくる

だろう。夜間中学はそのことを教えてくれる貴重

な場である。

参考文献
・全国夜間中学校研究会第51回大会実行委員会『夜間中
学生ー₁₃₃人からのメッセージ』（東方出版，2005年）

●	自分たちの身近なところには，在日外国人が日
本語を学んだり交流したりする場があるだろう
か。調べてみよう。

●	戦後，日本に定住した外国人が来日した背景に
はどのような歴史があるだろうか。また，彼ら
が学校で学べないことが多かったのはなぜだろ
うか。考えてみよう。

●	在外日本人の在留国や目的について調べてみよ
う。また，海外には，それぞれの国の言葉を学
ぶ場がどのように用意されているのかも調べて
みよう。

▶在日外国人の歴史や国際理解の歴史について調
べるには，図書室で過去の新聞記事を探したり，
文献を読んだり，統計やグラフを読みとったりな
ど，さまざまな方法がある。
p.204-205「歴史探究の方法」を参照しよう。

課題にアプローチ
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自分の国の歴史を，誇りを持っ

て語れないという状況をどう考え

るべきでしょうか。これは各国で

大きな議論をよぶ問題です。そし

て，自分たちが誇りを持って「私

は日本人です」という意識を持つ

ためには，自国の歴史の不都合な

ところは学ぶ必要はない，という主張を聞くこと

があります。これは，歴史学習は自国に誇りを持

つための学習である，という考えに基づくものです。

アメリカにもたとえば，「黒人への差別などを教

科書にはあまり書くべきではなく，自由主義思想

を世界に広めた『アメリカ万
ばん

歳
ざい

』という歴史こそを

学ぶべきである」という意見があります。日本でも，

たとえば「従
じゅう

軍
ぐん

慰
い

安
あん

婦
ふ

」や南
ナン

京
キン

大虐
ぎゃく

殺
さつ

な
（→p.123）

ど，自国に

不都合なことを教科書に入れるべきではない，と

いう意見があります。さらに，そうした考えが，

各国は独自の歴史に関する理解(歴史認識)を持ち，

それぞれの国の人々は歴史認識を共有できない，

という極端な主張さえ生んでいるのは，残念なこ

とです。

国境を越えた，人々が共有できる歴史認識は，ほ

んとうにありえないのでしょうか。

歴史学習の役割の一つは，たしかに若い人たち

が国民としての帰
き

属
ぞく

意識をはぐくむことだと考え

てよいでしょう。それは，「われわれ」という仲間意

識をつくることでもあります。しかし，政治，経

済，文化が国境を越えている今日，歴史の理解も

国境を越えるべきです。「われわれ」という仲間意

識は，何も国家のレベル

にかぎるわけではありま

せん。日本人もアメリカ

人も，地域および国家の

住人としての帰属意識を

持つと同時に，国境を越

えた地球的な市民として

も生きているわけです。

歴史を学ぶということは，これ

らすべてにわたった歴史認識を身

につけることなのではないでしょ

うか。ほかの国の人々が共有でき

ないような「われわれ」固有の歴史

を想定するよりも，さまざまな国

で，人々が共通に経験した問題を

とりあげ，学ぶことが大切なのです。産業革命とか，

近代国家の創成とか，帝国主義と植民地支配など

はその例です。このような，国境を越える共通の

体験があったことを，歴史を学ぶ出発点とするべ

きではないでしょうか。

アメリカの近代史には，自由を求めた移民者の

歴史もあれば，そのかげとなった先住民や奴
ど

隷
れい

制

度もあります。日本の近代史には，欧米以外でい

ち早く産業革命と近代国家を達成したという誇れ

る歴史もあれば，紡
ぼう

績
せき

工場でのきびしい労働や，

朝鮮半島での苛
か

酷
こく

な植民地支配の経験など，多く

の人々を苦しめた歴史もあります。

自国に不都合なできごとにはふれるべきではな

いという意見の背後には，歴史のこういった二面

性を若いみなさんが学んだら，国民としての自
じ

尊
そん

心
しん

が持てなくなるという考えがあります。しかし，

みなさんは，自分の国の歴史上，誇りを持って語

ることのできない現象にも素直に向きあうことに

よって，より強い人間として自信を持つようにな

るのではないでしょうか。

21世紀に生きるみなさんは，これまでに比べて

はるかに多くの人々と，文字通り地球的な規模で，

おたがいにもっと親しく

つきあっていかなければ

ならないでしょう。

そのためにこそ，共通

する歴史とその多面性を

学んでいくことが求めら

れているのです。

世界からのまなざし

国境を越える
歴史認識の可能性

●
アンドリュー･ゴードン

Andrew  Gordon
●

アメリカ合衆国
ハーバード大学教授
（書き下ろし）

【国境を越える交流】
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132　第 3 章  二つの世界大戦と日本

大東亜共栄圏

　勢力下の地域における
政治や占領への抵抗運動
から，大東亜共栄圏の実
態を考えよう。

【大東亜会議】　1943年11月，戦
争協力体制をつくるために，日本
の占領地域の親日政府や傀

かい

儡
らい

政
権の代表が東京に集められ，大東
亜会議が開かれた。中央の東

とう

条
じょう

首
相をはさんで，左から，ビルマ・
「満州国」・南

ナン

京
キン

国民政府・タイ・
フィリピン・自由インド仮政府の
代表。

【軍票】　戦争時に，軍隊占領
地で経費支払いのために政府
が発行した証票である。

 太平洋戦争の開始後，日本軍は，開戦後約半年間

で，香
ホン

港
コン

・マレー半島・シンガポール・ビルマ・

オランダ領東インド・フィリピン諸島などをあいついで占領した。

　政府は，太平洋戦争の目的は，アジアに「大
だい

東
とう

亜
あ

共
きょう

栄
えい

圏
けん

」とよぶ新秩

序をつくり，欧米の植民地支配からアジアを解放することにあると強

調した。「大東亜共栄圏」とは，日本本国と植民地を中心に，満
まん

州
しゅう

事変

以降に侵略した中国・東南アジアの諸地域を加えた領域である。しか

し，新秩序建設の真意は，石油やゴムなどの資源を獲得し，占領地の

住民を支配することにあった。日本は戦争遂
すい

行
こう

のための資源を求めて，

アジアへの侵略をいっそう広げていった。

　日本は東南アジアの占領地にきびしい軍政をしいた。中国や東南ア

ジアでは，労
ろう

務
む

者
しゃ

を集め，食糧・石油・ゴム・木材・鉱石などを徴
ちょう

発
はつ

した。占領地域の物資は，日本軍が発行する軍
ぐん

票
ぴょう

によって奪われた。

香港では，全通貨が強制的に軍票とかえさせられた。食糧の徴発や戦
せん

禍
か

による国土の荒
こう

廃
はい

に自然災害が加わり，各地で餓
が

死
し

者が出て，とく

にベトナムでは200万人におよんだといわれる。抗日運動の容疑で殺

害された人も多かった。マレー半島では，華
か

僑
きょう

が中国の政権を援助し

ているとして， 4～ 5万人ともいわれる人々が殺された。

 朝鮮では「皇
こう

民
みん

化
か

」政策が進められ，1939（昭和14）

年ごろから日本語の使用が強要された。また家族

制度や名前を日本式に改める創
そう

氏
し

改
かい

名
めい

がおこなわれた。約70万人の朝

鮮の人々が朝
ちょう

鮮
せん

総
そう

督
とく

府
ふ

の行政機関や警察の圧迫のもと，日本本土に強

制連行され，苛
か

酷
こく

な条件で危険な作業に従事させられた。戦争末期に

は徴兵制も実施され，また，多くの女性が挺
てい

身
しん

隊
たい

に集められた。台湾

でも皇
こう

民
みん

奉
ほう

公
こう

会
かい

が結成され，徴兵制が導入された。

　日本の植民地や占領地では，朝鮮人や中国人・フィリピン人・ベト

ナム人・オランダ人・日本人など，多数の女性が慰
い

安
あん

婦
ふ

として戦地に

大東亜共栄圏の
建設と実態

「皇民化」政策
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144　近代の追究

●  交通の要衝である下関
　山口県の下関市は，古来より陸と海の交通の要

よう

衝
しょう

と

して知られ，瀬戸内や九州をはじめ，遠く日本海沿岸

や蝦
え

夷
ぞ

地
ち

とも交流・交易を持っていた。下関は朝鮮と

近く，釜
ふ

山
ざん

などともさまざまな交流を持っていた。

　明治以降，鉄道網
もう

の拡充
（→p.59）

，和船から汽船への転換に

よる日本海海運の衰退，東京を中心にした中央集権化，

明治政府の大陸進出などによって，交通の要衝として

の下関の役割は大きくかわった。

●  日本と朝鮮の結節点になった下関
　1905（明治38）年，下関－釜山を結ぶ関

かん

釜
ぷ

定期航路が

開通し，以後，日本と朝鮮を結ぶ大動脈になった。日

本の朝鮮支配が強化され，下関が交通の結節点になったからである。山陽

鉄道が下関までのびて東京－下関が鉄道で結ばれ，朝鮮では釜山－京
けい

城
じょう

間，

京城－新
しん

義
ぎ

州
しゅう

間
シ

の
ニ

鉄
ジュ

道がそれぞれ開通し，これらによって日本・朝鮮・満
まん

州
しゅう

（中国東北部）が鉄道と連絡船で連結されることになった。東京－京城間

は60時間だった。

●  交差する移動
　山陽鉄道の取締役は，関釜連絡船の開航式で，下関は，「日本本土の終点」

であり，「釜山との連絡も…欧
おう

亜
あ

大陸との連絡なり」と豪語した。下関は大

陸進出の窓口として，朝鮮半島と日本のあいだを人々や軍隊が往来し，物

資が移動する中継点になった。

　下関には朝鮮や満州での一
いっ

獲
かく

千
せん

金
きん

を夢みた日本人が殺到し，連絡船で朝

鮮に渡った。朝鮮からは，学生，商人に加え，1910年の韓国併合
（→p.82）

後になると，

土地調査事業
（→p.82）

などで生活の苦しくなった農民出身者が連絡船で下関に着い

た。第一次世界大戦後の不況期には，日本に働き口を求めて下関に渡る朝

鮮人が増え，なかには女工になる若い女性の姿もあった。日中戦争以後，

強制連行で日本に連れてこられた朝鮮人が着いたのも下関だった。

▶日清・日露戦争の前後では，地域で生産される農産物や工業製品がどう変化し，それが地域の生活にどのよ
うな影響を与えたのか，大規模な開発が地域に住む人々の生活をどう変化させたのか，国際情勢の変化が地
域の文化や年中行事にどう影響したのかなど，地域社会の変化について追究し，まとめてみよう。

p. 204-205「歴史探究の方法」を参照しよう。

参考文献
・金賛汀『関釜連絡船』（朝日

新聞社，1988年）

【日本・朝鮮・中国東北部を
結ぶ鉄道網】 （20世紀はじめ
ごろ）

【鉄道 5000マイル記念絵葉
書】（1906年）

　近代以降，鉄道と海外との連絡船は地域社会を変化させ，さらに朝鮮半島
や中国とのかかわりもかえていった。ここでは下

しもの

関
せき

を事例として，近代日本
の政治や国際関係と地域社会の変化とのかかわりについて考えてみよう。
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世界からのまなざし
みなさんは，第二次世界大戦の

犠牲者として，日本政府に賠
ばい

償
しょう

や

謝罪を求めている人々がいること

を知っているでしょうか。

日本も加盟している国際労働機

関（ILO）には，加盟国が関連する

国際条約を守っているかどうかを

検討する委員会があります。その委員会の1999年

の年次報告で，太平洋戦争中に朝鮮半島や中国か

ら連行され，日本の鉱山や工場で労働に従事させ

られた人々の問題がとりあげられています。そして，

「ひどい労働条件のもとで，私企業で働かせるため

に大量の労働者を徴
ちょう

用
よう

したことは，強制労働に関

する条約に違反しており」，「日本政府は犠
ぎ

牲
せい

者個人

に何らかの対策をとることを強く期待する」という

見解を公表しています。

これと同じころドイツでは，ナチス統治下に強

制労働の目的で連行された人々への賠償問題に関

して，各国の犠牲者の代表とドイツ連邦政府との

あいだで交渉が進んでいました。2000年3月には，

ドイツ側が，ドイツ政府および民間企業による共

同補償基金から，犠牲者の各団体または個人へ総

額100億マルク（約5000億円）を支払う，という内容

で交渉が妥
だ

結
けつ

しました。

しかし，これで，ドイツのいわゆる「過去の克服」

に決着がついたといえるのでしょうか。

「過去の克服」という言葉の意味は，ナチス支配下

でドイツ人（戦闘員および民間人）がおかした「犯罪

行為
1

」を知ること，そこから自分自身の行動をかえ

るということです。その中心

的な取り組みは，「犯罪行為」

の事実を証明し，責任を負う

べき人々に裁判と判決を要求

することでした。多くの場合，

その取り組みを主導したのは

市民であり，司法当局ではあ

りませんでした。1985年以後

になって，国家の代表や政府首脳

による演説や記念館の設立，歴史

教科書への記述などで，その努力

がみられるようになりました。

しかし，史実を明らかにしよう

とする探
たん

索
さく

活動や戦争責任を追 

及した判決に対しては，ドイツ国

民の一部からは反発の声もあり，激しい対決が生

まれることもありました。また，国民のなかには，

いまだにこうしたドイツの“暗い”歴史の側面を知

ろうとしない人もいます。しかもその傾向は，若

い世代にもみられます。

日本ではどうでしょうか。

民主制をへてナチスを生んだドイツと日本とで

は，歴史的な前提がちがいますので，両国を単純

に比較することには問題があるでしょう。しかし，

ドイツの体験との関係で，日本の人々は，つぎの

ように問われていると思います。「日本人自身が，

侵略戦争に対する責任を明らかにする努力をした

のか」と。

たとえば，生物兵器を開発するために，計画的

に民間人の命を奪った医師や軍人は，戦後にどう

なったのでしょうか。そして，隣
りん

国
ごく

には，日本政

府に戦争の犠牲者として賠償や謝罪を求めている

人々がいるのです。

みなさんは，こうした問いや状況に向きあい，力

強く生きていくことが求められているのです。

1他国への侵略戦争，戦争中にドイツ人がおかした当時の
国際法あるいは戦争法規に反する行為（この場合には，兵

士への違反行為と民間人へのそれ
とを区別する），ユダヤ人殲

せん

滅
めつ

を
目的とした行為，その他生存 

に値しないと断言された少数派グ
ループの殲滅を目的とした行為，
ドイツ人でない人々への強制労働，
など。

●日本の戦後処理と比べながら考
えてみよう。

日本とドイツの
「過去の克服」

●
ヴォルフガング・ザイフェルト

Wolfgang Seifert
●
ドイツ

ハイデルベルク大学名誉教授
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132　第 3 章  二つの世界大戦と日本

大東亜共栄圏

　勢力下の地域における
政治や占領への抵抗運動
から，大東亜共栄圏の実
態を考えよう。

【大東亜会議】　1943年11月，戦
争協力体制をつくるために，日本
の占領地域の親日政府や傀

かい

儡
らい

政
権の代表が東京に集められ，大東
亜会議が開かれた。中央の東

とう

条
じょう

首
相をはさんで，左から，ビルマ・
「満州国」・南

ナン

京
キン

国民政府・タイ・
フィリピン・自由インド仮政府の
代表。

【軍票】　戦争時に，軍隊占領
地で経費支払いのために政府
が発行した証票である。

 太平洋戦争の開始後，日本軍は，開戦後約半年間

で，香
ホン

港
コン

・マレー半島・シンガポール・ビルマ・

オランダ領東インド・フィリピン諸島などをあいついで占領した。

　政府は，太平洋戦争の目的は，アジアに「大
だい

東
とう

亜
あ

共
きょう

栄
えい

圏
けん

」とよぶ新秩

序をつくり，欧米の植民地支配からアジアを解放することにあると強

調した。「大東亜共栄圏」とは，日本本国と植民地を中心に，満
まん

州
しゅう

事変

以降に侵略した中国・東南アジアの諸地域を加えた領域である。しか

し，新秩序建設の真意は，石油やゴムなどの資源を獲得し，占領地の

住民を支配することにあった。日本は戦争遂
すい

行
こう

のための資源を求めて，

アジアへの侵略をいっそう広げていった。

　日本は東南アジアの占領地にきびしい軍政をしいた。中国や東南ア

ジアでは，労
ろう

務
む

者
しゃ

を集め，食糧・石油・ゴム・木材・鉱石などを徴
ちょう

発
はつ

した。占領地域の物資は，日本軍が発行する軍
ぐん

票
ぴょう

によって奪われた。

香港では，全通貨が強制的に軍票とかえさせられた。食糧の徴発や戦
せん

禍
か

による国土の荒
こう

廃
はい

に自然災害が加わり，各地で餓
が

死
し

者が出て，とく

にベトナムでは200万人におよんだといわれる。抗日運動の容疑で殺

害された人も多かった。マレー半島では，華
か

僑
きょう

が中国の政権を援助し

ているとして， 4～ 5万人ともいわれる人々が殺された。

 朝鮮では「皇
こう

民
みん

化
か

」政策が進められ，1939（昭和14）

年ごろから日本語の使用が強要された。また家族

制度や名前を日本式に改める創
そう

氏
し

改
かい

名
めい

がおこなわれた。約70万人の朝

鮮の人々が朝
ちょう

鮮
せん

総
そう

督
とく

府
ふ

の行政機関や警察の圧迫のもと，日本本土に強

制連行され，苛
か

酷
こく

な条件で危険な作業に従事させられた。戦争末期に

は徴兵制も実施され，また，多くの女性が挺
てい

身
しん

隊
たい

に集められた。台湾

でも皇
こう

民
みん

奉
ほう

公
こう

会
かい

が結成され，徴兵制が導入された。

　日本の植民地や占領地では，朝鮮人や中国人・フィリピン人・ベト

ナム人・オランダ人・日本人など，多数の女性が慰
い

安
あん

婦
ふ

として戦地に

大東亜共栄圏の
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133

11990年代に入ると，中国政
府の要請をうけた日本政府は，
中国各地に化学兵器が残され
たままになっていることを認
め，資金を出して処理をおこ
ないはじめた。

【民衆の支配】　左は宮
きゅう

城
じょう

遙
よう

拝
はい

をする朝鮮の人々。上は，イ
ンドネシアでの日本語教育。

日本陸軍は，細菌戦準備の

ため1932（昭和 7）年に関東軍防
ぼう

疫
えき

班を設立し，

その後，中国ハルビン郊外にその本部と実験施

設を移転した。ノモンハン事件ではじめて細菌

戦を実施した軍は，防疫班の規模を拡張して，

1940年から関東軍防疫給水部と改称した。この

細菌戦部隊は731部隊とよばれ，ペスト・腸チ

フス・コレラなどの病原菌を兵器にして，1942

年からは中国戦線で細菌戦を実施した。また，

中国人などを「マルタ」とよんで人体実験をおこ

ない，敗戦時までに3000人あまりを死亡させた。

　敗戦後，アメリカは731部隊が開発した技術

を入手するためにこの部隊の幹部を免
めん

責
せき

したた

め，彼らが公的な責任を問われることはなかっ 

た。

（→p.123）

（→p.151コラム）

731部隊

【731部隊が細菌をつくっていた工場跡】 

送られた。慰安所は，中国・香港・シンガポール・オランダ領東イン

ドから，日本の沖縄諸島・北海道・樺
から

太
ふと

などにまでおよんだ。

 日本の軍事支配は，各地で日本に対する抵抗運動

をよびさました。中国では，毛
もう

沢
たく

東
とう

らの指導する

中国共産党系の軍が抗日運動を展開した。日本軍は抗日運動に徹底し

た弾圧を加え，中国側は，これらの弾圧を，奪いつくし，殺しつくし，

焼きつくす三
さん

光
こう

作戦とよんだ。この弾圧では，国際法に違反した毒ガ

スなどの生物化学兵器も使用された。

　占領地では，日本軍に協力して植民地支配からの独立を考える指導

者や民衆もいたが，日本の支配が強まるなかで，支配への抵抗が広が

っていった。ベトナムでは，ホー・チ・ミンの指導するベトナム独立

同盟，フィリピンでは抗日人民軍など，日本への抵抗組織がつぎつぎ

とつくられていった。

　中国，朝鮮，フィリピン，マレー半島，ベトナムなどで広がった抗

日運動は，戦後の解放と独立の準備につながっていった。

占領と抵抗
マオツォトン1893〜1976

1

1890〜1969

（→p.148）
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Ⅰ

4賠償や経済協力の実施にと
もない，日本企業が進出をは
かった。その際，日本の政治
家への多額の献金疑

ぎ

惑
わく

がささ
やかれた。

3千島列島を占領していたソ
連に対して，日本は択

え

捉
とろふ

島
とう

以
南は固有の領土だと主張し返
還を求めたが，ソ連は応じず，
平和条約を結ぶことができな
かった。

賠償協定を結んだ政府

ビルマ　フィリピン　イン
ドネシア　南ベトナム

賠償を放棄した政府

インド　台湾　ソ連　中国

【賠償の状況】

【在日アメリカ軍基地】
（「官報」1952年 7月26日
〈号外〉より作成）

 サンフランシスコ平和条

約では，日本と東側諸国

やアジア諸国との関係回復や改善は，必ずし

もおこなわれなかった。1956（昭和31）年，鳩
はと

山
やま

一
いち

郎
ろう

内閣は，ソ連との戦争状態を終結させ，

国交を回復する日ソ共同宣言に調印した。ソ

連の支持を得て同年12月，日本は国際連合へ

の加盟を認められた。

　いっぽう，韓国との関係正常化にむけて，

たびたび会談がおこなわれたが，植民地支配

の処理や，国境線や漁業権をめぐる紛
ふん

糾
きゅう

から

決裂していた。しかし，朴
パク

正
チョン

熙
ヒ

政権の成立と，

冷戦下に西側陣営の結束をはかろうとするア

メリカの圧力で，交渉は急速に進み，1965年に日韓基本条約が結ばれ

た。この条約は韓国を朝鮮半島における「唯
ゆい

一
いつ

の合法的な政府」とした

ことから，日本国内では，冷戦下の緊張を高めるという反対の声が起

きた。

　また，1952年に台湾の国民政府とのあいだに日
にっ

華
か

平和条約が結ばれ

たが，中国との国交正常化は，1970年代まで持ちこされた。

　連合国は，当初は日本に大きな賠
ばい

償
しょう

を求めていたが，冷戦のなかで，

アメリカは日本の早期復興を重視して政策を変更した。サンフランシ

スコ平和条約では，賠償は原則として放棄され，日本に占領された

国々の個別交渉にゆだねられた。タイなど 8か国に対しては無償の経

済協力（準賠償）などがおこなわれた。

戦後処理と
国際社会への復帰
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日本が経済大国化し，かつ

アジア各国・各地域で民主化が進みはじめた

1980年代になると，戦争中の日本によるさまざ

まな行為によってうけた不利益に対して，個人

への謝罪や補
ほ

償
しょう

を求める動きが活発になった。

しかし日本政府は，各政府との条約などによっ

て補償問題は解決ずみとする立場をとっている。

　1990年代には「従軍慰
い

安
あん

婦
ふ

問題」に関して，

1995年，政府と国民が協力して償
つぐな

いの気持ちを

あらわす基金（アジア女性基金）が発足した。こ

の基金にかかわって，橋
はし

本
もと

龍
りゅう

太
た

郎
ろう

から小
こ

泉
いずみ

純
じゅん

一
いち

郎
ろう

までの歴代首相は「いわゆる従軍慰安婦問題

は，当時の軍の関与の下に，多数の女性の名誉

と尊厳を深く傷つけた問題でございました」「わ

が国としては，道義的な責任を痛感しつつ，お

わびと反省の気持ちを踏まえ，過去の歴史を直

視し，正しくこれを後世に伝える」とする「元慰

安婦の方への総理のおわびの手紙」を出した。

戦後補償
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※

戦後補償

※ 2021年，政府は，「従軍慰安婦」ではなく「慰安婦」と
いう用語を用いることが適切であると閣議決定した。
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